
三豊市監査委員告示 第６号 

 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１９９条第４項の規定に基づき定例

監査を執行したので、その結果に関する報告、意見等を同条第９項の規定によ

り、次のとおり公表します。 
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平成２４年度定例監査結果（第１回）について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第４項の規定に基づき定例監査を執行

したので、その結果に関する報告及び意見を同条第９項及び第１０項の規定により、次の

とおり提出します。 



第１ 監査の対象及び期間 

対 象 
監 査 期 間 

部 課 等 名 監査の範囲 

総務部 

総務課、選挙管理委員会

事務局、秘書課、人事課

管財課、施設管理課、文

書館 

平成 24 年 4 月 1 日

から平成 24 年 9 月

末日まで 

平成 24 年 10 月 15 日から

平成 24 年 11 月 7 日まで

政策部 

企画財政課、産業政策課、

田園都市推進課 

地域内分権推進課 

平成 24 年 4 月 1 日

から平成 24 年 9 月

末日まで 

平成 24 年 10 月 17 日 

市民部 

市民課、税務課 

人権課 

平成 24 年 4 月 1 日

から平成 24 年 9 月

末日まで 

平成 24 年 10 月 22 日 

山本支所、三野支所 

豊中支所、詫間支所 

仁尾支所、財田支所 

平成 24 年 4 月 1 日

から平成 24 年 9 月

末日まで 

平成 24 年 10 月 22 日から

平成24年 11月 7日まで

環境部 
環境衛生課、水処理課 

バイオマスタウン推進課

平成 24 年 4 月 1 日

から平成 24 年 9 月

末日まで 

平成 24 年 10 月 31 日から

平成24年 11月 2日まで

健康福祉部

健康課、介護保険課 

福祉課、子育て支援課 

国保(財田)診療所 

平成 24 年 4 月 1 日

から平成 24 年 9 月

末日まで 

平成24年 10月 26日から

平成 24 年 11 月 7 日まで



教育委員会

事務局 

教育総務課、学校教育課

生涯学習課、人権教育課

少年育成センター 

学校給食課 

高瀬町学校給食センター

高瀬町地域農産物利用 

促進センター

豊中町学校給食センター

三野町学校給食センター

詫間町大浜学校給食 

センター

仁尾町学校給食センター

財田町学校給食センター

平成 24 年 4 月 1 日

から平成 24 年 9 月

末日まで 

平成 24 年 10 月 31 日から

平成 24 年 11 月 7 日まで

第２ 監査の方法 

   監査対象部課等において執行された事務事業について、その事務が関係

法令に則り適性かつ効率的に行われているかどうかを主眼に実施した。 

監査にあたっては、あらかじめ提出を求めた関係資料に基づき、関係職

員から説明を聴取し、主に現金の管理、関係団体等の預金通帳の管理、契

約事務、補助金交付事務、未収金対策、公用車の運行記録、現金取扱の手

順等について関係帳票の全部又は一部により実施した。 

第３ 監査の結果 

   各所管の事務事業の執行は、おおむね適正に処理されていたが、一部に

おいて次のとおり意見があったので報告する。 

   なお、監査執行過程において指導した比較的軽微な事項については記載

を省略しているが、それらにも十分留意して事務の執行に努めていただき

たい。 



【 意 見 】 

①建設事業の執行について 

現在、保育所、給食センター、火葬場など大規模なプロジェクトが進め

られている。 

基本計画から実施設計、そして建設工事への進捗可能なタイムスケジュ

ールを十分に練り、関係各課との連携を密にし、事業の推進に遺漏のない

よう特に次の事項に留意し、予算執行を行っていただきたい。 

・用地測量、土地鑑定、地質調査、用地購入の手順。 

・大幅な変更が生じないような実施設計の精査。 

・工事請負契約締結の工期の遵守。 

・事業の遅れによる予算繰越し。 

②地域内分権推進事業について 

地域内分権推進事業の一環として、詫間町で「まちづくり推進隊」が結

成され、本年４月より活動している。また、他町においても次年度に向け

て動きが一層活発になっている。住民自治の点からも喜ばしいことである。 

今後、詫間町の実績を踏まえ、事業の内容、交付金の請求及び交付方法、

行政の関わり方等について、市民の自主的な事業展開がより簡単明瞭に活

動できるよう検討されたい。 

 ③支所機能について 

 事務事業・組織の見直し等により、支所の減員が続いている状況下にお

いて、支所における住民サービスの提供については、相当な工夫が必要に

なると考えられる。 

 ・事務事業の受付。 

 ・各種証明書の発行。 

 ・施設の管理。 

 ・公金収納等。 

 各種にわたっているが、支所の行う事務事業の検討の中、民間事業所

との連携、活用等を含めた、住民にとって利便性の高い行政サービスの

展開を期待する。 


